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要　旨
目的：群馬県大泉町における世帯の経済状況と小中学生の食生活状況および教育状況との関連を検
討する．
方法：2016年 2月に大泉町の全小中学生の保護者に対して行われた大泉町子どもの生活実態調査
の横断データを用いて分析を行った．世帯の経済状況 6項目（婚姻状況，世帯収入，金融機関から
の借り入れの有無，過去一年間の支払いの遅れや滞納の有無，経済的理由で不足している物の有無，
経済的理由で制限している物の有無）と，小中学生の食生活状況 3項目（朝食摂取状況，夕食の共
食状況，普段の食事内容）および教育状況 3項目（希望する最終進学先，塾利用状況，学習支援へ
の参加希望）との関連を，二項ロジスティック回帰分析にて解析した．
結果：世帯の経済状況の良くない小中学生では，毎日朝食を食べる者，夕食を家族と一緒に食べる
者，普段家庭で調理したものを食べる者，塾に通っている者，が少ない傾向が見られた．また，経
済状況の良くない世帯の親では，子どもに大学以上の進学を望む者が少なく，子どもが学習支援へ
参加することを希望する者が多い傾向が見られた．
結論：群馬県大泉町における世帯の経済状況と小中学生の食生活状況および教育状況との横断的な
関連が確認された．
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Ⅰ　はじめに
　日本では，子どもの貧困対策の推進が必要と
されている．2015年の日本の子どもの貧困率
は 13.9％であり1)，2012年調査時の 16.3％から
2.4ポイント改善した1)．2014年に「子どもの貧
困対策の推進に関する法律」2) が施行され，子
どもの貧困対策が講じられた成果もあるのだろ
う．しかし，2018年 7月現在の OECD加盟国
を中心とした 43ヵ国の子どもの貧困率の平均
は 13.4％であり3)，日本の子どもの貧困率はい
まだにこの平均を上回っている．さらに，大人
が一人の世帯に注目すると，日本の子どもの貧
困率は 50.8％である1)．つまり，一人親世帯な
どの大人が一人の世帯の子どもは，約 2人に 1
人が貧困状態にある．
　世帯の経済状況と子どもの食生活状況4-6)や
教育状況7-9)との関連が示唆されている．低収
入世帯の子どもの食生活の特徴として，朝食欠
食者や休日の昼食欠食者が多く，野菜や外食の
摂取頻度が低く，肉・魚の加工品やインスタン
ト麺の摂取頻度が高いことが報告されている 4)．
また，低収入世帯の子どもは低収入世帯以外の
子どもと比較して，食品・栄養素摂取量にも差
がある5,6)．教育状況では，世帯収入が高いほど
学校外教育への支出が多く7)，大学進学率が高
い7,8)． また，一人親世帯の子どもでは，大学
進学を希望する者の割合が少ない9)．さらに一
人親世帯では，本人だけでなく子どもの大学進
学を希望しない親の割合も多い9)．
　群馬県大泉町では，2016年に大泉町子ども
の生活実態調査が行われた10)．大泉町内の小中
学生およびその保護者の生活実態を把握し，必
要な事業を検討するための調査である．結果と
して，世帯収入と朝食摂取状況，夕食の共食状
況，普段の食事内容，学習時間，塾の利用状況，
学習支援注 )への参加希望などとの関連が確認
された10)．また，一人親世帯では，学習支援へ
の参加希望者が多かった 10)．しかし，これらは
すべて単純なクロス集計である．したがって，
より詳細に統計解析を行い，これらの関連を検
証する必要がある．
　そこで今回，大泉町子どもの生活実態調査の
データを用いて，大泉町における世帯の経済状
況と小中学生の食生活状況および教育状況との
関連を検討した．我々は，大泉町において貧困
家庭の子どもに対する支援システムの構築を目
的とした研究を行っている．今回の分析はその
一環として行った．
Ⅱ　方法
１　分析対象
　大泉町子どもの生活実態調査10)のデータを用
いた横断研究を行った．この調査では，大泉町
内の全小中学校（小学校 4校，中学校 3校）の
小学 4年生～中学 3年生の児童・生徒（2102人）
および小学 1年生～中学 3年生の保護者（延べ
3,091人）を対象とした．自記式無記名調査票
を配布し，同意に基づく回答を求めた（2016
年 2月）．本研究では，そのうち保護者からの
回答（配布 3,070人，回答 2,580人（回収率 84.0％）10)）
を用いた．両親以外からの回答（9人）と，基
本属性または今回分析に用いる経済状況の項目
に無回答があった者を除き，1,531人（有効回
答率 49.9％）を，本研究の分析対象とした．な
お，保護者には，「子どもに関する項目」と「世
帯に関する項目」とが，1部の調査票でたずね
られた．そのうち，「子どもに関する項目」は，
全児童・生徒についてたずねられている．一方，
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「世帯に関する項目」は，各世帯 1部だけに回
答を求めている．つまり，例えば 2人以上の児
童・生徒がいる世帯では，1人を除き「世帯に
関する項目」が欠損となる．今回分析に用いた
世帯の経済状況は，「世帯に関する項目」として
たずねられている．そのため，回収率 84.0％に
対して有効回答率が 49.9％と少なくなってい
る．
２　分析に用いた調査項目
1）従属変数
　食生活状況として，朝食摂取状況・夕食の共
食状況・普段の食事内容の 3項目を用いた．朝
食摂取状況は，「毎日食べる，ときどき食べない，
ほとんど食べない，全く食べない，わからない」
でたずねられた．夕食の共食状況は，「家族と一
緒に食べる，子どもたちだけで食べる，一人で
食べる，食べない，わからない」でたずねられ
た．普段の食事内容は，「食材を調理したもの，
スーパー・コンビニ等で購入した出来合のお弁
当，ファーストフード，外食，インスタント・
レトルト食品，その他」でたずねられた．先行
研究4)や大泉町が行ったクロス集計の結果 10)で，
世帯収入と朝食摂取状況，共食状況，食事内容
との関連が確認されている．そのため，今回こ
れら 3項目を用いた．
　教育状況として，希望する最終進学先・塾利
用状況・学習支援への参加希望の 3項目を用い
た．最終進学先は，「全日制の高等学校，定時制
（フレックス制）の高等学校，専門学校，短期
大学，大学，大学院，中学校卒業，子どもの希
望を優先する，今はわからない，その他」でた
ずねられた．塾利用状況は，「ご家庭では，お子
さんの学習は主にどなたが支援をしていますか」
の質問に対し，「父親，母親，祖父母，兄弟姉妹，
特に支援していない，塾に通わせている，その
他」でたずねられた項目を利用し，把握した．
学習支援への参加希望は，「参加させてみたい，
必要はない，わからない，その他」でたずねら
れた．教育状況も，行政などの報告書 7-9)や大
泉町が行ったクロス集計の結果 10)を参考に分
析に用いる項目を設定した．
2）独立変数
　婚姻状況は，「結婚している，結婚していた，
未婚，結婚していたまたは未婚だが同居してい
るパートナーなどがいる」でたずねられた．先
に述べたように，一人親世帯の子どもの貧困率
は高いと思われる．そのため，本研究では婚姻
状況も経済状況の指標としてあつかった．
　世帯収入は，国民生活基礎調査1)の相対的貧
困率の算出方法を参考に，低収入世帯とそれ以
外に分けた．具体的には，先行研究4-6)に準じて，
世帯の合計収入と世帯人数から以下のように分
けた．まず，世帯の合計収入（税込み）は，「無収
入，150万円未満，150～250万円未満，250～
350万円未満，350～450万円未満，450～550
万円未満，550～650万円未満，650～750万円
未満，800万円以上」でたずねられた．次に世
帯人数の回答から，2人世帯では 150万円未満，
3～4人世帯では 250万円未満，5～8人世帯で
は 350万円未満，9～12人以上世帯では 550万
円未満，を低収入世帯とした．
　その他に，以下 4項目を世帯の経済状況の指
標とした．金融機関からの借り入れの有無（以
下，借入）は，「ある，ない，わからない」でた
ずねられた．過去一年間の支払いの遅れや滞納
の有無（以下，滞納）は，「電気料金，ガス料金，
水道料金，電話代，家賃，ローン，税金，給食
費・教材費，医療費，授業料や保育料，その他，
高崎健康福祉大学紀要　第18号　201996
該当なし」でたずねられた．経済的理由で不足
している物の有無（以下，不足）は，「自動車免
許，車，自転車，電話，電化製品，風呂，衣料
品・寝具，パソコン，食糧，子ども用衣料品，
おもちゃ・絵本，その他，該当なし」でたずね
られた．経済的理由で制限している物の有無
（以下，制限）は，「娯楽，食材費，外食費，衣
料品，子どもの進路，子どもの習い事，子ども
のスポーツ・文化活動，その他，該当なし」で
たずねられた．
　その他，回答者の基本属性（性（男性（Reference
（以下，Ref.）／女性），年齢（20歳代（Ref.）～70
歳代以上）を多変量解析の調整変数として分析
に用いた．
３　分析方法
　大泉町が行ったクロス集計10)や先行研究4,8,9)
を参考にして，各項目への回答を以下のように
カテゴリー化した．
　朝食摂取状況は，「わからない」の回答を除外
し，「毎日食べる」と「毎日食べる以外（Ref.）」
に分けた．夕食の共食状況は，「わからない」の
回答を除外し，「家族と一緒に食べる」と「家族
と一緒に食べる以外（Ref.）」の回答に分けた．
普段の食事内容は，「食材を調理したもの」と「食
材を調理したもの以外（Ref.）」の回答に分け
た．
　希望する最終進学先は，「子どもの希望を優先
する」，「今はわからない」，「その他」，の回答を
除外し，「大学」と「大学院」の回答を合算し，「大
学・大学院」と「大学・大学院以外（Ref.）」の
回答に分けた．塾利用状況は，「塾に通わせてい
る」と「塾に通わせている以外（Ref.）」の回答
に分けた．学習支援への参加希望は，「わからな
い」，「その他」の回答を除外し，「参加させてみ
たい」と「それ以外（Ref.）」の回答に分けた．
　婚姻状況は，「未婚かつパートナーなし」と「既
婚またはパートナーあり（Ref.）」に分けた．
「結婚していた」または「未婚」でありパートナー
などもいないと回答した者を「未婚かつパート
ナーなし」とした．「結婚していた」または「未
婚」だがパートナーがいる，あるいは「既婚」
と回答した者を，「既婚またはパートナーあり」
とした．世帯収入は，「低収入世帯」と「低収入
世帯以外（Ref.）」に分けた．借入・滞納・不
足・制限は，それぞれの項目で，「ない」，「該当
なし」と回答した者を「なし（Ref.）」，それ以
外の者を「あり」として分析に用いた．「わから
ない」は分析から除外した．
　分析は以下の手順で行った．まず，世帯収入
と各独立変数との関連をχ 2検定で検討した．
次に，二項ロジスティック回帰分析を用いて，
世帯の経済状況と小中学生の食生活状況および
教育状況との関連を検討した．その際，階層モ
デルを用いた．モデル 1では，回答者の基本属
性を調整変数とし，婚姻状況および世帯収入と
従属変数との関連を分析した．モデル 2ではモ
デル 1に，借入，滞納，不足，制限，を投入し
た．モデル 2で投入した 4項目は，婚姻状況や
世帯収入と従属変数との関連の媒介要因になる
と判断し，このような階層モデルを用いた．二
項ロジスティック回帰分析の適合度の指標には，
モデル尤度比検定および Hosmer-Lemeshowの
検定を用いた．
　分析には，IBM SPSS Statistics 23（日本ア
イ・ビー・エム株式会社）を用い，有意水準は
5％（両側検定）とした．
４　倫理的配慮
　本研究は，大泉町に調査データの 2次利用の
97世帯の経済状況と小中学生の食生活・教育状況との関連
承認を得たのち，高崎健康福祉大学研究倫理審
査委員会の承認を得て実施した（高崎健康大倫
第 3008号）．
Ⅲ　結果
１　世帯収入と各独立変数との関連
　世帯収入別の回答の分布を表 1に示す．世帯
収入と各独立変数との関連を検討した結果，世
帯収入と年代（p＜0.001），婚姻状況（p＜0.001），
借入（p＜0.001），滞納（p＜0.001），不足（p
＜0.001），制限（p＜0.001），との有意な関連
が見られた．
２　世帯の経済状況と小中学生の食生活状況と
の関連
　世帯の経済状況と朝食摂取状況との関連の分
析結果である（表 2）．モデル 1では，「未婚か
つパートナーなし」で毎日朝食を食べる小中学
生の割合が有意に少なかった（毎日朝食を食べ
る：調整オッズ比（AOR）＝0.6，95％信頼区間
（CI）：0.4-1.0）．低収入世帯では有意ではなかっ
表１　世帯収入ごとの回答の分布
低収入世帯以外 低収入世帯 χ 2値
pn ％ n ％
性
　男性 178 88.6 23 11.4 2.8
　女性 1117 84.0 213 16.0 0.094
年代
　20代 23 65.7 12 34.3 23.8
　30代 442 81.1 103 18.9 ＜ 0.001
　40代 726 87.9 100 12.1
　50代 98 84.5 18 15.5
　60代 6 66.7 3 33.3
　70代以上 0 0.0 0 0.0
婚姻状況
　既婚 1197 89.5 141 10.5 193.6
　未婚 98 50.8 95 49.2 ＜ 0.001
借入
　なし 383 72.7 144 27.3 87.4
　あり 912 90.8 92 9.2 ＜ 0.001
滞納
　なし 1128 89.6 131 10.4 136.4
　あり 167 61.4 105 38.6 ＜ 0.001
不足
　なし 1044 89.2 126 10.8 82.1
　あり 251 69.5 110 30.5 ＜ 0.001
制限
　なし 629 90.6 65 9.4 35.6
　あり 666 79.6 171 20.4 ＜ 0.001
総数 1295 84.6 236 15.4
人数（n）・割合（％）・有意確率（p）；χ 2検定；n＝1531
既婚：既婚またはパートナーあり，未婚：未婚かつパートナーなし，借入：金融機関からの
借り入れ，滞納：過去一年間の支払いの遅れや滞納，不足：経済的理由で不足している物，
制限：経済的理由で制限している物
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たものの毎日朝食を食べる小中学生の割合が少
ない傾向にあった（毎日朝食を食べる：AOR
＝0.6，95％ CI：0.4-1.0）．モデル 2では，「滞
納あり」（毎日朝食を食べる：AOR＝0.5，95％
CI：0.3-0.8）および「制限あり」（毎日朝食を
食べる：AOR＝0.6，95％ CI：0.4-0.9）の世帯
で，毎日朝食を食べる小中学生が有意に少な
かった．
　世帯の経済状況と夕食の共食状況との関連の
分析結果である（表 2）．モデル 1では，「低収
入世帯」で家族と一緒に夕食を食べる小中学生
が有意に少なかった（家族と一緒に食べる：0.5，
95％ CI：0.3-0.9）．モデル 2では，「低収入世帯」
の家族と一緒に食べる夕食を食べる者の AOR
は 0.6（95％ CI：0.4-1.0）であった．モデル 2
で有意な関連が見られた変数はなかった．
　世帯の経済状況と普段の食事内容との関連の
分析結果である（表 2）．モデル 1では，「未婚
かつパートナーなし」で，普段家庭で食材を調
理したものを食べている小中学生の割合が有意
に少なかった（食材を調理したものを食べる：
AOR＝0.4，95％ CI：0.2-0.8）．低世帯収入の
食材を調理したものを食べる者の AORは 0.6
（95％ CI：0.3-1.1）であった．モデル 2では，「滞
納あり」で，普段家庭で食材を調理したものを
食べている小中学生の割合が有意に少なかった
（食材を調理したものを食べる：AOR＝0.5，
95％ CI：0.2-0.9）．
３　世帯の経済状況と教育状況との関連
　世帯の経済状況と希望する最終進学先との関
連の分析結果である（表 3）．モデル 1では，「未
婚かつパートナーなし」で，子どもを大学・大
学院まで進学させたいと希望する親が有意に少
なかった（大学・大学院：AOR＝0.6，95％ CI：
0.4-0.8）．モデル 2では，「未婚かつパートナー
なし」（大学・大学院：AOR＝0.6，95％ CI：0.4
-0.9）および「制限あり」（大学・大学院：AOR
＝0.7，95％ CI：0.6-0.9）で，子どもを大学・
大学院まで進学させたいと希望する親が有意に
少なかった．
　世帯の経済状況と塾利用状況との関連の分析
結果である（表 3）．モデル 1では，婚姻状況
および世帯収入と塾利用状況との有意な関連は
見られなかった．モデル 2では，「不足あり」で，
小中学生の塾利用が有意に少なかった（塾に通
わせている：AOR＝0.7，95％ CI：0.4-1.0）．
　世帯の経済状況と学習支援への参加希望との
関連の分析結果である（表 3）．なお，モデル 2
の Hosmer-Lemeshowの検定の有意確率が p＜
0.05であったため，モデル 1の結果のみ示す．
結果として，「未婚かつパートナーなし」（参加
させてみたい：AOR＝1.8，95％ CI：1.3-2.6）
および「低収入世帯」（参加させてみたい：
AOR＝1.6，95％ CI：1.1-2.2）で学習支援利用
を希望する親が有意に多かった．
Ⅳ　考察
１　世帯収入と各独立変数との関連
　低収入世帯ではそれ以外の世帯と比較して，
未婚かつパートナーなし，滞納あり，不足あり，
制限あり，の割合が有意に多かった．つまり，
未婚であることや，過去一年間の支払いの遅れ
や滞納，経済的理由で不足している物，経済的
理由で制限している物があることを世帯の経済
状況が悪いことの指標として用いることは妥当
だと思われる．
　一方で，金融機関からの借り入れは，借入あ
りと回答した者が低収入世帯で有意に少なかっ
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た．大泉町が公表している調査の結果10)では，
借入の内容として住宅関係（63.4％）や車
（22.7％）が多いことが示されている．住宅や
車を購入する者は低収入世帯では少なく，低収
入世帯で借入ありと回答した者が少なかったと
推察される．つまり，金融機関からの借り入れ
があることは，世帯の経済状況が悪いことの指
標として妥当ではない可能性がある．
２　世帯の経済状況と小中学生の食生活状況と
の関連
　モデル 1では未婚かつパートナーなしの世帯
で，朝食を毎日食べている小中学生が有意に少
なかった．低収入世帯では，有意ではないもの
の，朝食を毎日食べている小中学生が少ない傾
向にあった．モデル 2では，過去一年間の支払
いの遅れや滞納がある世帯や，経済的理由で制
限している物がある世帯では，朝食を毎日食べ
ている小中学生が有意に少なかった．先行研究 4)
でも，低収入世帯の子どもで毎日朝食を食べて
いる者が少ないことが確認されており，大泉町
でも同様の傾向にあることが明らかとなった．
朝食欠食と肥満11,12)や冠動脈疾患12)との関連が
示唆されている．また，学童期の規則正しい食
生活と成人後の朝食摂取習慣との関連も確認さ
れている13)．つまり，朝食摂取習慣は，小中学
生の現在の健康だけでなく，生涯の健康に影響
する可能性がある．朝食摂取状況を改善するた
めに，中学校で朝食を提供している事例もある 14)．
今後可能な範囲でこのような取り組みが増える
ことが望まれる．
　モデル 1では低収入世帯で，夕食の共食が有
意に少なかった．大泉町が行ったクロス集計の
結果でも世帯収入と夕食の共食頻度の関連が確
認されていた10)．今回，回答者の基本属性や婚
姻状況を調整しても，低収入世帯では夕食を家
族と一緒に食べている小中学生の割合が有意に
少ないことが明らかになった．共食と良好な食
物摂取状況や精神的健康との関連が報告されて
いる15,16)．共食を推進することは，小中学生の健
康を推進するうえで重要である．近年，日本全
国で子ども食堂の活動が広がりを見せており 17)，
地域で共食の場を提供している17,18)．今回対象と
した大泉町でも子ども食堂が開催されている 19)．
このような活動がさらに広がり継続されること
は，低収入世帯の小中学生を含めた共食の推進
につながる．
　未婚かつパートナーなしの世帯では，普段食
材を調理したものを食べる小中学生が有意に少
なかった．また低収入世帯では，有意ではない
ものの普段食材を調理したものを食べる小中学
生が少ない傾向にあった．モデル 2では過去一
年間の支払いの遅れや滞納がある世帯で，普段
食材を調理したものを食べる小中学生が有意に
少なかった．先行研究4)では，低収入世帯でイ
ンスタント食品の摂取が多いことが報告されて
いる．また，大泉町が公表している調査の結果 10)
では，世帯収入の低い世帯でスーパー，コンビ
ニ等で購入した出来合のお弁当やインスタン
ト・レトルト食品を普段から食べている者の割
合が多い傾向が見られている．現在家庭で食事
を作っていない者を，家庭で健康的な料理を作
るように変えることは難しいことが推察される．
むしろ，外食や中食で安価で健康的なものを食
べられるような社会環境の整備 20)が重要であ
ろう．
３　世帯の経済状況と教育状況との関連
　未婚かつパートナーなしの世帯では，子ども
を大学・大学院まで進学させたいと希望する親
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が有意に少なかった．モデル 2では，経済的理
由で制限している物がある世帯で，子どもを大
学・大学院まで進学させたいと希望する親が有
意に少なかった．これまでにも，世帯収入の低
い世帯や一人親世帯では，子どもの大学進学率
や大学進学を希望する親が少ないことが報告さ
れている9)．今回の分析結果から，大泉町でも
同様の傾向があることが明らかになった．また，
世帯収入や他の経済状況の指標を調整しても，
婚姻状況が有意に関連していた．内閣府の報告
書でも，一人親世帯の子どもが大学進学を希望
しない理由として，経済状況だけでなく学力な
ど他の理由も大きいことが指摘されている9)．
　モデル 1では，世帯の経済状況と塾利用状況
との有意な関連は見られなかった．モデル 2で
は経済的理由で不足している物がある世帯で，
塾を利用している小中学生が有意に少なかった．
経済的理由で不足している物がある世帯では，
塾に通わせる経済的な余裕がないことが推察さ
れる．文部科学省の報告書では，世帯収入が高
いほど学校外教育への支出が多いことが示され
ている7)．したがって，世帯の経済状況が良く
ない小中学生に対して，学校外での学習支援を
行う必要性が示唆される．現在，生活困窮者自
立支援制度により，全国で生活困窮世帯の子ど
もへの学習支援が行われている21)．大泉町でも
実施されており，活動の継続が望まれる．
　未婚かつパートナーなしの世帯や低収入世帯
では，子どもを学習支援に参加させてみたいと
回答した親が有意に多かった．つまり，学習支
援を行うことは，未婚かつパートナーなしの世
帯や低収入世帯への有効な支援となる可能性が
高い．また，学習支援参加者を募る場合に，世
帯収入や世帯構成などであえて制限を設けなく
ても，一人親世帯や経済状況が良くない世帯の
子どもが傾斜的に集まることが示唆された．
４　研究の限界
　本研究の主な限界には以下の点があげられる．
まず，大泉町のデータだけを用いているため，
結果の一般化には慎重を要する．今回対象とし
た大泉町は，外国籍や外国にルーツのある子ど
もが多く，そのことが結果に影響を与えている
可能性がある．しかし，調査では国籍などはた
ずねられていない．今後は，外国籍あるいは外
国にルーツのある子どもの食生活・教育状況を
明らかにできるように設計された調査が必要で
ある．次に，今回は調査方法による制限があり，
各世帯 1部の調査票を用いて分析している．さ
らに低収入世帯は，カテゴリーとしてたずねた
世帯収入を用いて算出した．今回の分析によれ
ば，大泉町における子どもがいる世帯の貧困率
は 15.4％，うち未婚世帯では 49.2％となる．し
かし，小中学生のいる世帯だけを対象としてい
ることや，世帯により子どもの数が違うこと，
世帯収入をカテゴリーでたずねていることから，
国民生活基礎調査1)で 17歳以下の子どもの全
数を用いて算出されている子どもの貧困率との
単純な比較はできない．さらに，今回用いた大
泉町子どもの生活実態調査の保護者の質問票で
は子どもの性・年齢などの基本属性がたずねら
れていない．そのため，多変量解析では子ども
の基本属性が調整されていない．最後に，横断
研究であり，関連の因果関係を明らかにするた
めには縦断的な研究が必要である．
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